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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

第３四半期連結
累計期間

第13期
第３四半期連結

累計期間
第12期

会計期間
自平成27年１月１日
至平成27年９月30日

自平成28年１月１日
至平成28年９月30日

自平成27年１月１日
至平成27年12月31日

売上高 （千円） 50,782,210 48,525,117 65,606,744

経常利益又は経常損失（△） （千円） △1,731,937 56,335 △1,757,237

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △2,578,588 △560,514 △2,644,300

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △2,680,230 △642,471 △2,552,694

純資産額 （千円） 3,559,139 2,752,833 3,337,929

総資産額 （千円） 21,030,998 22,478,358 21,414,069

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）
（円） △53.52 △11.63 △54.88

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 14.0 11.0 14.3

回次
第12期

第３四半期連結
会計期間

第13期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額(△)
（円） 1.95 △9.10

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失金額であるため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純損失」としておりま

す。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

第１四半期連結会計期間より、ランフォワードパワー株式会社は解散し、ビックソーラーパーク２号匿名組合は匿

名組合事業が終了したため、連結の範囲から除外しております。

また、日本電力株式会社は全株式を売却したため、連結の範囲から除外しております。

この結果、平成28年９月30日現在、当社グループは、当社および子会社11社により構成されております。

なお、KDDI株式会社が平成28年８月17日付で当社の発行済株式の約30％を取得したことに伴い、KDDI株式会社が当

社のその他の関係会社に該当することとなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

（継続企業の前提に関する重要事象等）

当社グループは、前連結会計年度まで２期連続で営業損失を計上しております。また、当社のリース取引や

コミットメントライン契約において、経常利益および純資産の維持等に関する財務制限条項が設けられている

ものがあり、当該財務制限条項に抵触することとなった際には、期限の利益を喪失するおそれがあります。

そのため、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しておりますが、

「３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に記載のとおり、当該重要事象等を解消す

るための対応策を実施しているため、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断して

おります。

前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、当第３四半期連結累計期間において重要

な変更があった事項は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

（不適切な会計処理に関する影響について）

当社は、過去の不適切な会計処理により、平成25年12月期第３四半期から平成26年12月期第２四半期までの

有価証券報告書、四半期報告書について平成26年12月12日に訂正報告書等を提出いたしました。また、当社の

内部管理体制等については改善の必要性が高いと判断されたため、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券

取引所」という。）より当社株式について平成27年１月29日付で特設注意市場銘柄に指定されました。

その後、当該指定から１年後の平成28年１月29日に有価証券上場規程に定められた内部管理体制確認書を東

京証券取引所へ提出いたしましたが、当社の内部管理体制等につき、なお確認する必要があるため、平成28年

５月31日に当社株式について特設注意市場銘柄の指定を継続する旨の通知を受け、平成28年７月29日付で内部

管理体制確認書を再度提出、当社株式について同日付にて監理銘柄（審査中）に指定されました。

そして、平成28年９月24日付にて、特設注意市場銘柄指定継続の原因となった取締役会の監視・牽制機能の

有効性に関連した当社の取組みが適切に行われていることが確認できたこと、また、その他に、特設注意市場

銘柄指定となった原因の改善状況を含め、内部管理体制等に問題があると認められないため、特設注意市場銘

柄および監理銘柄（審査中）の指定を解除されました。

当社は、今後も継続的に内部管理体制等の整備に努めてまいりますが、将来的に法令違反等の問題が発生し

た場合、又はレピュテーションの毀損等による影響のほか、今回の不適切な会計処理を原因として、当社に対

して株主及び株主グループが損害賠償を求め訴訟提起し、当社への損害賠償請求が認められた場合、当社グル

ープの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（行政処分について）

当社は、平成28年５月24日付「金融庁による課徴金納付命令の決定について」にて、公表のとおり、過年度

の有価証券報告書等の訂正に関して、重要な事項につき虚偽の記載があるとして、証券取引等監視委員会から

内閣総理大臣及び金融庁長官に対し、当社に対し課徴金納付命令を発出するよう勧告がなされ、平成28年５月

23日付にて金融庁より納付すべき課徴金の額258,480千円及び納付期限を平成28年７月25日とする旨の決定を

受けております。

当社は、課徴金納付に備える損失として、第１四半期において課徴金258,480千円を特別損失に計上し、上

記の納付期限までに課徴金を納付しております。
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２【経営上の重要な契約等】

当社は、平成28年８月10日開催の取締役会において、KDDI株式会社と資本提携を伴う業務提携を行うことについて

決議し、同日付で資本提携契約及び業務提携契約を締結し、平成28年８月17日付にてKDDI株式会社が当社発行済株式

約30％を取得いたしました。

資本提携契約及び業務提携契約の主な内容は次のとおりです。

(1)資本提携の内容

当社は、KDDI株式会社による株式取得後、最初に開催される当社株主総会において、KDDI株式会社が指名する３名

を当社の取締役として（３名のうち２名は常勤取締役、１名は非常勤取締役）選任する議案を付議すること。

また、選任する２名の常勤取締役のうち、１名は代表取締役社長、もう１名は財務統括担当の取締役となること。

(2)業務提携の内容

提携する業務は次のとおりです。

① KDDI株式会社及び当社の電力事業全般に関する業務

② 法人市場における電力商材の販売に関する業務

③ エネルギー情報サービスの企画・開発・運営を共同で検討する業務

④ その他、両当事者の協議により別途決定する業務

さらに、両社は事業拡大に限らず人材交流も含めた継続的な協議を行います。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1）業績の状況

①経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢の改善傾向が続いたものの、円高や新

興国経済の減速、欧州における英国のＥＵ離脱問題などにより、依然として先行きが不透明な状況が続いており

ます。

当社グループの属する電力業界を取り巻く環境におきましては、平成28年４月の電力の小売全面自由化に伴う

小売電気事業者の登録企業数が356社（平成28年10月24日現在）に達し、異業種から新規事業として電力小売事

業へ参入する事業者の増加等、電力システム改革による業界の動きが加速しております。

このような環境のもと、当社グループは、平成27年度からの既存事業の選択と集中の方針に伴い、エネルギー

エージェントサービス（※１）（平成28年４月「電力代理購入サービス」より名称変更）及び小売電気事業者向

け電力需給管理サービスの拡大を進めております。

また、コーポレートガバナンスの見直し等の内部管理体制の改善、強化への取り組みに加えて、平成28年８月

にはKDDI株式会社と資本・業務提携契約を締結、同社は当社株式約30％を取得し、当社の筆頭株主となりまし

た。資本・業務提携に伴う代表取締役社長を含む取締役３名の受入れや、KDDI株式会社及び当社の電力事業他に

関する業務提携を進めております。

以上の結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は48,525,117千円（前年同期比4.4％減）

と、電源開発における販売案件縮小等により前年同期に比べ2,257,092千円減少しました。

一方で売上総利益は、2,397,348千円（前年同期比146.6％増）と前年同期に比べ1,425,253千円の増加となり

ました。これは、エネルギーエージェントサービスにおいて、調達電源のエリア間過不足を効率的に融通する等

の原価低減策や、調達単価を抑えやすい西日本エリアの顧客割合増加により採算性が向上したこと、電力卸取引

において小売電気事業者への相対取引量の増加に伴い価格下落リスクのある市場取引量が減少し採算性が改善し

たこと、さらに前年同期には、電源開発においてたな卸資産評価損等の一過性損失が計上されていたこと等が要

因となっております。

また、研究開発費の減少やコスト削減策の実施等により、販売費及び一般管理費が前年同期に比べ635,815千

円減少したこと等から、営業利益は445,315千円（前年同期は営業損失1,615,753千円）となり、営業外費用にて

平成28年３月のコミットメントライン契約設定に伴う手数料159,000千円や貸倒引当金繰入額90,977千円を計上

したこと等により、経常利益は56,335千円（前年同期は経常損失1,731,937千円）となりました。

さらに、特別利益として子会社株式売却に伴う関係会社株式売却益85,895千円を計上する一方、特別損失とし

て電力システム改革による制度変更に伴う事業システムの除却損失102,992千円や、過年度販売した太陽光発電

所の将来瑕疵担保責任に備える補修工事損失168,150千円及び過年度決算訂正に伴う課徴金258,480千円等の特別

損失を計上したことにより、親会社株主に帰属する四半期純損失は560,514千円（前年同期は2,578,588千円の損

失）となりました。

各事業における概況は次のとおりです。

（エネルギーマネジメント事業）

ストック型ビジネスであり、電力の調達先を仲介するエネルギーエージェントサービスにおいて、管理電力は

前年同期（平成27年９月時点）の約75万kWから、平成28年９月時点では約94万kWまで拡大いたしました。これに

伴い、エネルギーサービス売上高は39,130,106千円（前年同期比12.8％増）となりました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間のエネルギーマネジメント事業の売上高は、39,817,242千円（前年同

期比11.5％増）となりました。

（パワーマーケティング事業）

電源開発については、事業の選択と集中の方針に沿って、販売用発電所の売却が進んだことから、電源開発に

係るたな卸資産の残高は平成28年９月末時点において15,193千円まで減少しております。また、電力卸取引にお

きましては、発電事業者から電力を調達し、小売電気事業者等へ販売する卸取引スキームから、当社が仲介し小

売電気事業者が発電事業者より直接電力を調達するスキームへ切替を進めたことにより、前年同期に比べ売上

高、売上原価がそれぞれ減少しております。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間のパワーマーケティング事業の売上高は、8,707,876千円（前年同期比

42.3％減）となりました。
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（その他）

上記のほか、平成28年７月に、経済産業省の「バーチャルパワープラント（※２）構築実証事業」の一つであ

る「一般送配電事業者が活用するネガワット取引（※３）の技術実証」及び「IoTとビッグデータを活用した先駆

的VPP実証事業」に採択されるなど、新しい技術サービスへの取り組みも行っております。

また、神奈川県で”電力の地産池消”をコンセプトに事業展開する子会社・湘南電力株式会社は、家庭向け電

気供給「湘南のでんき」の平成28年10月提供開始に向け、平成28年９月より申込みを開始いたしました。

〔用語解説〕

（※１）エネルギーエージェントサービス：部分供給制度を用いて複数の電気事業者から当社グループが電力需要

家に代わって電力を調達する「電力代理購入サービス」のスキームの見直しを行い、需要家へのメリット

を維持しつつ、需要家が小売電気事業者と直接契約する方式として「エネルギーエージェントサービス」

へ平成28年４月よりサービスの名称を変更したもの。

（※２）バーチャルパワープラント（VPP）：電力グリッド上に散在する再生可能エネルギーや蓄電池等のエネル

ギー設備、ディマンドリスポンス（※４）等の需要側の取り組みを統合的に制御し、あたかも一つの発電

所（仮想発電所）のように機能させるシステム。

（※３）ネガワット取引：ディマンドリスポンス（※４）の一種。事業者からの要請に応じて需要家が需要を抑制

し、その抑制量に応じた対価を事業者が支払うもの。

（※４）ディマンドリスポンス（DR）：電力の供給状況に応じてスマートに電力需要（消費パターン）を変化させ

る取り組み。

②財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比較して1,064,288千円増加し

22,478,358千円となりました。これは主として、小売電気事業者向け需給管理サービスにおける電力会社向け託送

料金の立替等により未収入金が1,448,014千円増加したことや、バイオディーゼル発電所完成等に伴い有形固定資

産が775,103千円増加したこと、電源開発案件の売却が進んだこと等により、たな卸資産が1,278,732千円減少した

こと等によるものです。

また、負債合計は、前連結会計年度末に比較して1,649,384千円増加し、19,725,524千円となりました。

これは主として、バイオディーゼル発電所建設資金等により長期及び短期借入金合計が1,813,591千円増加した

こと等によるものです。

純資産合計は、当第３四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純損失の計上等により、前連結会計年

度末に比較して585,095千円減少し2,752,833千円となりました。

③事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するた

めの対応策

当社グループは、前連結会計年度まで２期連続の営業損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義

を生じさせるような事象又は状況が存在しております。これは、主に電源開発におけるたな卸資産の評価減等によ

って生じた売上原価の増加や、内部管理体制強化に伴うコンサルティング費用の発生等、販売費及び一般管理費の

増加を主な要因としており、それらは一過性の費用と判断しております。

また、当社のリース取引やコミットメントライン契約において、経常利益および純資産の維持等に関する財務制

限条項が設けられているものがあり、今後もその財務制限条項に抵触する可能性がありますが、このような事象又

は状況を解消又は改善すべく、事業の選択と集中によって安定的収益基盤を構築し、業績の回復、財務体質強化を

図っております。なお、前連結会計年度末において、上記財務制限条項に抵触しておりましたが、リース会社との

当該財務制限条項の変更契約を締結することで、取引を継続しており、今後財務制限条項に抵触した場合において

も、金融機関との調整により継続的な取引関係維持を図ってまいります。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題についての重要な変更はありません。
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(3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は3,866千円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(4）従業員数

著しい増減はありません。

(5)主要な設備

前事業年度末において計画しておりました「バイオディーゼル発電所」が平成28年８月末に完成引渡しを受け、

各種試験運転を終了し平成28年10月より本格商業運転を開始しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 48,357,545 48,357,545
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数は100株

であります。

計 48,357,545 48,357,545 － －

(注）「提出日現在発行数」欄には、平成28年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日

（注）

21,000 48,357,545 3,066 3,562,631 3,066 4,527,773

（注）新株予約権の行使による増加であります。

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、平成28年10月26日開催の臨時株主総会招集のために設定した直前の

基準日（平成28年９月８日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

123,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

48,208,700
482,087 －

単元未満株式（注）
普通株式

4,845
－ －

発行済株式総数 48,336,545 － －

総株主の議決権 － 482,087 －

（注）単元未満株式には、当社保有の自己株式55株が含まれています。

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社エナリス

東京都足立区千住

一丁目４番１号

東京芸術センター

123,000 － 123,000 0.25

計 － 123,000 － 123,000 0.25
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２【役員の状況】

当第３四半期累計期間終了後、当第３四半期報告書提出日までにおける役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数
（千株）

就任年月
日

代表取締

役社長

最高経営

責任者

(CEO)

－ 小林 昌宏 昭和38年２月27日生

昭和62年４月 東京通信ネットワーク株式
会社入社

平成16年６月 株式会社パワードコム 常

務執行役員

平成20年４月 ＫＤＤＩ株式会社 ソリュ
ーション商品企画本部長

平成22年８月 日本ネットワークイネイブ

ラー株式会社 代表取締役
社長兼務（～平成28年6月）

平成25年４月 ＫＤＤＩ株式会社 理事

商品統括本部 プロダクト

企画本部長
平成28年４月 同社 理事 商品・ＣＳ統

括本部 副統括本部長

平成28年10月 当社代表取締役社長就任

（現任）

（注） －
平成28年

10月26日

取締役
－ 井村 勝 昭和42年３月11日生

平成２年４月 国際電信電話株式会社 入

社
平成13年７月 ＫＭＮ株式会社 出向

平成14年10月 同社 経営管理本部 経営

企画部長
平成16年４月 同社 名古屋事業部長

平成18年４月 同社 取締役 名古屋事業

部長
平成23年４月 同社 代表取締役社長

平成23年６月 株式会社コミュニティネッ

トワークセンター 取締役
平成25年４月 ＫＤＤＩ株式会社 メディ

ア・ＣＡＴＶ推進本部 事

業企画部長

平成28年10月 当社取締役就任（現任）

（注） －
平成28年

10月26日

取締役
－ 中桐 功一朗 昭和37年８月２日生

昭和61年３月 第二電電株式会社 入社

平成17年４月 ＫＤＤＩ株式会社 デー
タ・ソリューション推進部

長

平成18年１月 同社 データネットワーク

商品企画部長
平成18年４月 株式会社ＫＤＤＩネットワ

ーク＆ソリューションズ

出向 経営企画部長
平成20年４月 ＫＤＤＩ株式会社 グロー

バル営業企画部長

平成21年４月 同社 グローバルビジネス

企画部長
平成22年１月 KDDI EUROPE Ltd. 出向

Deputy Managing Director

平成22年10月 KDDI Deutschland GmbH 出
向 Managing Director

平成25年４月 ＫＤＤＩ株式会社 ネット

ワークサービス企画部長

平成28年４月 同社 サービス企画本部長
（現任）

平成28年10月 当社取締役就任（現任）

（注） －
平成28年

10月26日

（注）平成28年10月26日開催の臨時株主総会の終結の時から平成28年12月期に係る定時株主総会の終結の時までであ

ります。

(2）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役会長 －
代表取締役社長
最高経営責任者(CEO）

－ 村上 憲郎 平成28年10月26日

(3）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性13名 女性－名（役員のうち女性の比率0.0％）
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,619,039 3,351,181

売掛金 5,185,702 6,110,374

営業未収入金 2,286,834 1,871,936

たな卸資産 1,627,910 349,177

その他 1,225,314 2,483,679

流動資産合計 13,944,801 14,166,350

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 1,201,551 3,562,731

建設仮勘定 1,828,536 10,597

その他（純額） 2,304,800 2,536,663

有形固定資産合計 5,334,889 6,109,992

無形固定資産

のれん 299,202 287,391

その他 1,017,294 913,406

無形固定資産合計 1,316,497 1,200,798

投資その他の資産 ※１817,881 ※１1,001,217

固定資産合計 7,469,268 8,312,008

資産合計 21,414,069 22,478,358

負債の部

流動負債

買掛金 9,004,358 7,744,791

短期借入金 ※２4,713,662 ※２7,713,775

1年内返済予定の長期借入金 472,051 634,509

1年内償還予定の社債 17,500 －

未払法人税等 85,714 38,408

その他 1,006,555 2,096,071

流動負債合計 15,299,843 18,227,556

固定負債

長期借入金 1,589,146 240,166

その他 1,187,150 1,257,800

固定負債合計 2,776,296 1,497,967

負債合計 18,076,140 19,725,524

純資産の部

株主資本

資本金 3,556,645 3,562,631

資本剰余金 4,571,057 4,577,043

利益剰余金 △5,042,048 △5,556,701

自己株式 △35,522 △35,750

株主資本合計 3,050,130 2,547,221

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 276 △83,463

為替換算調整勘定 4,952 △297

その他の包括利益累計額合計 5,228 △83,760

非支配株主持分 282,570 289,373

純資産合計 3,337,929 2,752,833

負債純資産合計 21,414,069 22,478,358
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間

(自 平成27年１月１日

至 平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成28年１月１日

至 平成28年９月30日)

売上高 50,782,210 48,525,117

売上原価 49,810,115 46,127,769

売上総利益 972,095 2,397,348

販売費及び一般管理費 2,587,848 1,952,033

営業利益又は営業損失（△） △1,615,753 445,315

営業外収益

受取利息 2,854 407

受取配当金 6,177 5,823

受取手数料 10,000 －

還付消費税等 581 6,609

その他 9,882 18,132

営業外収益合計 29,495 30,972

営業外費用

支払利息 87,026 142,032

支払手数料 33,048 180,153

持分法による投資損失 21,329 －

貸倒引当金繰入額 － 90,977

その他 4,274 6,789

営業外費用合計 145,679 419,952

経常利益又は経常損失（△） △1,731,937 56,335

特別利益

固定資産売却益 4,851 －

関係会社株式売却益 － 85,895

受取和解金 26,500 －

投資有価証券売却益 22,473 －

受取補償金 72,600 －

特別利益合計 126,424 85,895

特別損失

固定資産売却損 3,000 7

固定資産除却損 － 137,492

減損損失 671,175 －

瑕疵補修損失 － ※１168,150

資本業務提携関連費用 － ※２68,349

課徴金 － ※３258,480

その他 143,162 －

特別損失合計 817,337 632,479

税金等調整前四半期純損失（△） △2,422,850 △490,248

法人税、住民税及び事業税 67,404 65,930

法人税等調整額 141,726 △2,696

法人税等合計 209,131 63,233

四半期純損失（△） △2,631,982 △553,482

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△53,393 7,032

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △2,578,588 △560,514
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日)

四半期純損失（△） △2,631,982 △553,482

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △55,124 △83,739

為替換算調整勘定 6,875 △5,250

その他の包括利益合計 △48,248 △88,989

四半期包括利益 △2,680,230 △642,471

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,626,837 △649,504

非支配株主に係る四半期包括利益 △53,393 7,032
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、ランフォワードパワー株式会社は解散し、ビックソーラーパーク２号匿名組合

は匿名組合事業が終了したため、連結の範囲から除外しております。

また、日本電力株式会社は全株式を売却したため、連結の範囲から除外しております。

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事

業分離等会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に

対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年

度の費用として計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業

結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結

会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更

および少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるた

め、前第３四半期連結累計期間および前連結会計年度については、四半期連結財務諸表および連結財務諸表の

組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)およ

び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首

時点から将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を第２四半期連結会計期間から適用し、平成28年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 資産の額から直接控除している貸倒引当金の額

前連結会計年度
（平成27年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

投資その他の資産 －千円 90,977千円

※２ 当社グループは、機動的かつ安定的な資金調達枠を確保するとともに、より一層の財務基盤の強化を図るこ

とを目的として、取引銀行２行とコミットメントライン契約を締結しております。

前連結会計年度
（平成27年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

貸出コミットメントの総額 -千円 5,300,000千円

借入実行残高 - 3,329,600

差引額 - 1,970,400

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 当社グループが既に売却した太陽光発電所施設において、将来の災害による瑕疵担保責任の販売契約に基づ

く補償として泥水流出抑制対策造成工事が必要となったことから、その工事費用168,150千円を瑕疵補修損失

として特別損失に計上しております。

※２ 当社は、KDDI株式会社と資本提携契約及び業務提携契約を締結しましたが、その契約締結に伴う費用68,349

千円を資本業務提携関連費用として特別損失に計上しております。

※３ 当社は、平成26年12月12日付過年度の有価証券報告書等の訂正に関して、証券取引等監視委員会から内閣総

理大臣及び金融庁長官に対して、平成28年４月15日付にて課徴金納付命令を発出するよう勧告がなされ、平成

28年５月23日付にて金融庁から課徴金納付命令が出たことに伴い、課徴金258,480千円を特別損失に計上して

おります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、当第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、

以下のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日)

減価償却費 285,136千円 334,003千円

のれんの償却額 31,036千円 11,810千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ. 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年９月30日）

1. 配当に関する事項

該当事項はありません。

2. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

3. 株主資本の金額の著しい変動

当第３四半期連結累計期間において株主資本は2,573,087千円減少し、当第３四半期連結会計期間末におけ

る株主資本は3,115,628千円となっております。主な変動の理由は利益剰余金が2,578,588千円減少したこと

によるものです。

Ⅱ. 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年９月30日）

1. 配当に関する事項

該当事項はありません。

2. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

3. 株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ.前第３四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年９月30日）

当社グループは、エネルギー情報業を主な事業とする単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

Ⅱ.当第３四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年９月30日）

当社グループは、エネルギー情報業を主な事業とする単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 53円52銭 11円63銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（千円） 2,578,588 560,514

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ─

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（千円）
2,578,588 560,514

普通株式の期中平均株式数（株） 48,180,977 48,205,260

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

― ―

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

純損失金額であるため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成28年11月９日

株式会社エナリス

取締役会 御中

京都監査法人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齋藤 勝彦 印

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岩崎 亮一 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エナリ

スの平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エナリス及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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